
独立行政法人国立公文書館中期計画

独立行政法人国立公文書館（以下「館」という。）は、中期目標に掲げら

れた事項を確実に実施し、その目標を達成するため、この計画を作成する。

１ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置

以下の事項に計画的に取り組むことにより、業務運営の効率化を図り、

歴史資料として重要な公文書その他の記録（現用のものを除く。以下「歴

史公文書等」という。）の受入れから一般の利用に供するまでの期間を現

行のおおむね１年２か月から１年以内に短縮するとともに、これにより、

当該作業に係る歴史公文書等１冊当たりの経費を１０パーセント削減する。

(1) 民間委託の促進

歴史公文書等の適切な保存のための目録の作成等に際し、民間委託の

促進を図る。

(2) 業務執行体制の見直し

歴史公文書等の受入れ及び保存に係る業務を同一部署の下で一元的に

行う。

２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を

達成するためにとるべき措置

館は、歴史公文書等に記録されている内容を将来にわたって一般の利用

に供し得る状態に保つための措置を講ずることを最重点課題としつつ、以

下に掲げる事項に取り組む。

(1) 歴史公文書等の受入れ、保存、利用その他の措置

① 受入れのための適切な措置

国の行政に関する歴史公文書等並びに立法府及び司法府が保管する

歴史公文書等について、その円滑な受入れを行うため、内閣総理大臣

の求めに応じ、当該歴史公文書等の重要性を評価するとともに、上記

１(2)により業務執行体制の見直しを行う。

② 保存のための適切な措置

ⅰ）既に館が保存している歴史公文書等について、その作成機関、作

成年代、用紙の種類、記録手段の種別等に応じた劣化状況の調査を

行い、これにより科学的に把握した劣化要因に応じた保存対策方針

を平成１４年度に確定し、順次、必要な修復、媒体の変換等の措置

を講ずる。

ⅱ）劣化が進行している歴史公文書等のうち、閲覧に供し得ない状態

にある等緊急に措置を講ずる必要のあるものについては、歴史資料

としての重要度を考慮し、順次マイクロフィルム等への媒体の変換

等を行う。

③ 一般の利用に供するための適切な措置



ⅰ）既に館が保存している歴史公文書等のうち一般の利用に供されて

いないものにあっては、原則として中期目標の期間内に非公開事由

の該当箇所の有無について判断するとともに、非公開事由に該当す

る情報を除き、順次一般の利用に供する。

ii) 歴史公文書等のより幅広い利用を図るため、利用統計等を分析す

ることにより利用者の動向等を把握し、これらに応じた展示会の開

催、ホームページの充実、広報誌の刊行等の広報を積極的に行う。

④ 国の保存利用機関と連携した利用者の利便性向上のための措置

館及び国の保存利用機関が保存する歴史公文書等の情報を一体とし

て提供するため、国の保存利用機関の協力を得て、立法府、司法府を

含む国の保存利用機関が保存する歴史公文書等の情報化の現況につい

ての調査及び所在源情報の収集を行うとともに、当該機関との間での

歴史公文書等の情報ネットワーク確立のための調査研究を行う。

⑤ 保存及び利用に関する研修の実施その他の措置

国の保存利用機関に対し、当該機関の職員を対象として歴史公文書

等の保存及び利用に関する基本的知識の習得、専門的知識の習得及び

実務上の問題点等の解決方策の習得に係る研修を体系的に実施すると

ともに、専門的技術的な助言を行う。また、内閣総理大臣からの委託

を受け、地方公共団体に対し、当該地方公共団体の職員をこれらの研

修に参加させるとともに、公文書館の運営に関する技術上の指導又は

助言を行う。

(2) アジア歴史資料のデータベースの構築及び情報提供

アジア歴史資料センターを平成１３年度に開設し、同センターにおい

て、館、外務省外交史料館、防衛庁防衛研究所図書館等の保管するアジ

ア歴史資料を電子情報の形で蓄積するデータベースを順次構築し、イン

ターネット等を通じて情報提供を行うとともに、当該資料の利用者の利

便性の向上のために必要な調査等を実施し、もって事業の充実を図る。

３ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画

別紙のとおり。

４ 短期借入金の限度額

短期借入金の限度額は、７４，０００，０００円とし、運営費交付金の

資金の出入に時間差が生じた場合、不測の事態が生じた場合等に充てるた

めに用いるものとする。

５ 重要な財産の処分等に関する計画

重要な財産の処分等に関する計画の見込みはない。

６ 剰余金の使途



剰余金は、２(1)④及び(2)に係る業務並びに新たに行う必要が生じた業務

に充てるものとする。

７ 施設・設備に関する計画

施設・設備に関する計画の見込みはない。

８ 人事に関する計画

(1) 方針

① 管理部門の効率化による人員の抑制

② アジア歴史資料センターの開設への対応（３人増員）

(2) 人員に係る指標

期末の管理部門の常勤職員数を期初の９０パーセントとする。

（参考１）

① 期初の常勤職員数 ４０人

② 期末の常勤職員数の見込み ４２人

（参考２）中期目標期間中の人件費総額

中期目標期間中の人件費総額見込み １，７１１百万円

ただし、上記の額は、役員報酬並びに職員基本給、職員諸手当、超過勤

務手当、休職者給与及び国際機関派遣職員給与に相当する範囲の費用であ

る。



【別紙】

中 期 計 画 予 算

平成１３年度～平成１６年度

（単位：百万円）

区 別 金 額

収 入

運営費交付金 ６，６４４

事業収入 ２

事業外収入 ２

計 ６，６４８

支 出

公文書等保存利用経費 １，５７６

うち 保存経費 ９９２

利用経費 ４３６

調査研究等経費 １４８

アジア歴史資料情報提供事業費 １，７４２

うち 情報提供費 ６９７

データベース構築経費 ９６３

調査研究等経費 ８２

一般管理費 １，３５０

人件費 １，９８０

計 ６，６４８

［人件費の見積り］

期間中総額１，７１１百万円を支出する。

ただし、上記の額は、役員報酬並びに職員基本給、職員諸手当、超過勤務手当、

休職者給与及び国際機関派遣職員給与に相当する範囲の費用である。

［運営費交付金の算定方法］

・ルール方式を採用

［運営費交付金の算定ルール］

・毎年度の交付金(A)については、以下の数式により決定する。ただし、人件費は

除く。

Ａ＝（Ａ（ｙ－１）－δ（ｙ－１））×α（効率化係数）×β（消費者物価指数）

×γ（政策係数）＋δ（ｙ）

α、β、γ：以下の諸点を勘案した上で、各年度の予算編成過程において、当該



年度における具体的な計数値を決定する。

（その際、Ａ－δ（ｙ）≦（Ａ（ｙ－１）－δ（ｙ－１））×βとな

るよう努めるものとする。）

α（効率化係数）：各府省の国家公務員については、10年間で少なくとも10％の計

画的削減を行うこととされており、これに相当する業務の効率

化を進めるとの観点から、毎年平均で1％以上の効率化に努める。

β（消費者物価指数）：前年度における実績値を使用。

γ（政策係数）：国民に対して提供するサービスへの対応への必要性、独立行政法

人の評価委員会による評価等を総合的に勘案し、具体的な伸び率

を決定する。

δ（ｙ）：法令改正に伴い必要となる措置、現時点で予測不可能な事由により、特

定の年度に一時的に発生する資金需要であって、運営交付金算定ルール

に影響を与えうる規模（法人の毎年度の支出予算規模の１％相当額以上）

に限り、必要に応じ計上。

・ 人件費については、毎年度の所要額に運営状況等を勘案した給与改定分（ベア率

及び昇給原資（率））を乗じて算出。ただし、14年度末に１名削減する。

［退職手当の財源の考え方］

退職手当については、役員退職手当支給基準及び国家公務員退職手当法に基づいて

支給することとなるが、その全額について、運営費交付金を財源とするものと想定

し、人件費に計上している。

［注記］

中期予算の見積もりに当たっては、消費者物価指数の伸び率を年０％、給与改定の

伸び率を年０％、効率化係数を９９％、政策係数を１０１％と仮定して計算してい

る。特殊要因については、平成１３年度に要するアジア歴史資料センターの初度備

品費等について削減したほか、同センターの人件費等については平年度化した金額

をベースとしている。



収 支 計 画

平成１３年度～平成１６年度

（単位：百万円）

区 別 金 額

費用の部 ６，６９６

経常費用 ６，６９６

公文書等保存利用経費 １，５７６

アジア歴史資料情報提供事業費 １，７４２

一般管理費 １，３５０

人件費 １，９８０

減価償却費 ４８

財務費用

臨時損失

収益の部 ６，６９６

運営費交付金収益 ６，６４４

事業収入 ２

事業外収入 ２

資産見返物品受贈額戻入 ４８

臨時利益

純利益 ０

目的積立金取崩額

純利益 ０

（注記）

当法人における退職手当については、役員退職手当支給基準及び国家公務員退職手

当法に基づいて支給することとなるが、その全額について、運営費交付金を財源とす

るものと想定している。



資 金 計 画

平成１３年度～平成１６年度

（単位：百万円）

区 別 金 額

資金支出 ６，６４８

業務活動による支出 ６，６４８

投資活動による支出

財務活動による支出

次期中期目標の期間への繰越金 ０

資金収入 ６，６４８

業務活動による収入 ６，６４８

運営費交付金による収入 ６，６４４

事業収入 ２

事業外収入 ２

投資活動による収入

財務活動による収入

前期中期目標の期間よりの繰越金 ０


